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事業主が取り組む改善措置を支援する事業  

 

１ 道が実施している事業 

    道では、林業労働力の育成・確保を図るための様々な支援を行っています。 

 

 

 

事 業 名 

 

※印は森林整備

担い手支援セン

ターが実施 

 

 

 

 

内                  容 

 

 

 

 

要  件 

 

関連する改善措置 

認定

事業

主 

 

 

従事

者の

年齢 

 

従事

者の

経験

年数 

退職

金共

済加

入 

 

労災

保険

等適

用 

その

他 

 

 

 

 

雇用管理の改善 

 

事業の合理化 

雇用の

安定化 

 

労働条

件の改

善 

 

募集・採

用の改

善 

 

教育訓

練の充

実 

 

高年齢

従事者

の活躍

の推進 

女性従

事者等

の活躍

の促進 

労働安

全衛生

の改善 

 

事業量の

安定的確

保 

 

生産性

の向上 

 

林業従

事者の

キャリ

ア形成 

林業担い手研修※ 

 

 

 

 

 

 

森林整備に必要な基礎的知識や技能が習得できる基礎研修や高性能林業機

械操作の技術等が習得できる林業機械研修を実施するほか、適切な森林施

業を実施し、労働安全管理に努める林業事業体の育成を図るための現場管

理研修や地域林業の担い手育成のための地域提案型研修に対して助成を行

い、技術・技能を有する林業従事者を養成。 

 ○ 

(林業

機械) 

 

 

 

 

未経

験～

５年

程度 

    ○ 

 

 

 ○ 

 

    ○ 

 

 ○  

 

森林施業に必要な資格を取得するための技能講習受講等に要する経費を助

成。 

    ○ ○            ○ 

森林作業員就業条

件整備事業※ 

作業員の就労日数に応じた奨励金の支給。林業での１４０日以上の就労と

、事業主・作業員がそれぞれ１日８０円の掛金を納めること等が必要。 

 

 

65歳

未満 

 

 

 ○

  

 

 ○ 

 

 

 

 ○  

 

 ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規参入定着支援

事業※ 

 

 

経営の多角化などにより年間を通した事業の確保に取り組み、採用後１年

未満の者を通年雇用する事業主に奨励金を支給。１年目３０万円、２年目

１５万円。 

○ 

 

 

40歳

未満 

 

１

年

未

満 

○ 

 

 

○ 

 

 

通

年

雇

用 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業労働環境整備

事業 

 

 

休憩施設、安全確保設備・装備、労働負荷軽減設備の導入経費の助成。従

事者の安全確保や労働負荷軽減のための機具等の開発改良経費の助成。補

助率１／２。 

 

○ 

（休

憩施

設、機

具等

開発

改良） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾘｽｸ

ｱｾｽ

ﾒﾝﾄ

導入

（安

全確

保設

備等) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 ○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業労働安全衛生

活動促進事業 

 

安全巡回指導、安全管理指導セミナーの開催、リスクアセスメントの定着

指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

  ■ 事業の詳細は、北海道水産林務部林業木材課担い手育成係又は総合振興局又は振興局産業振興部林務課林務係にお尋ねください。 

   なお、※印の事業については、直接、森林整備担い手支援センターにお尋ねくださっても結構です。
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２ 国が実施している主な支援 

    林野庁や厚生労働省（北海道労働局）が実施している各種支援のうち主なものを紹介します。 

 

 

 

事 業 名 

 

 

 

 

 

 

内                  容 

 

 

 

要  件 

 

関連する改善措置 

認定

事業

主 

 

 

従事

者の

年齢 

 

 

従事

者の

経験

年数 

退職

金共

済加

入 

 

労災

保険

等適

用 

 

その

他 

 

 

 

雇用管理の改善 

 

事業の合理化 

雇用の

安定化 

 

 

労働条

件の改

善 

 

募集・

採用の

改善 

 

教育訓

練の充

実 

 

高年齢

従事者

の活躍

の推進 

 

女性従

事者等

の活躍

の促進 

 

労働安

全衛生

の改善 

 

事業量

の安定

的確保 

 

生産性

の向上 

 

 

林業従

事者の

キャリ

ア形成

支援 

「緑の雇用」新規就業者

育成推進事業 

【トライアル雇用事業】
※１ 

 

 林業への就業希望者が、作業実態等を理解するためのトライアル雇用 

ハローワーク等の公的な機関を通じて若年者等を３ヶ月程度試行的に雇

用し、林業の本格就業への移行を図る。 

技術習得推進費（月額９万円／研修生）、指導費、資材費、などの助成

が受けられる。 

○ 

 

 

 

 

 

 

１

年

未

満 

 

 

 

    ○ 

 

 

       

「緑の雇用」新規就業者

育成推進事業 

【林業作業士（フォレス

トワーカー）研修】※１ 

 

 林業経験のない方が基本的な技術を習得するための３年間のＯＪＴ研修

と、担い手支援センターが実施する集合研修で構成される。 

技術習得推進費（月額81,000円～94,500円／研修生）、指導費、資材費（１

年目のみ）などの助成が受けられる。 

林業作業士（フォレストワーカー）研修を修了後は、本人の申請により

一定の技能等を有する者として、農林水産大臣の備える名簿に登録され、

林業作業士（フォレストワーカー）としての登録証が発行される。 

○ 

 

 

 

研修終

了後５

年以上

就労可

能 

２

年

未

満 

（１年

目 

研修） 

  ○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 ○ 

 

 

 

     ○ 

 

 

林業就業支援事業（雇用

管理改善） 

雇用管理研修会、就業支援地域アドバイザーによる巡回相談・雇用管理改

善相談会など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通年雇用助成金※２ 

 

 

 

季節的業務に就く者を通年雇用した事業主に対する助成。 

対象期間（１２／１６～翌年３／１５）中継続して雇用し、かつ、それ以後におい

て少なくとも翌年の１２／１５まで継続して雇用することが見込まれる場合、

申請対象者１人あたり７１万円（２回目以降５４万円）を上限に、継続３回ま

でを限度として、対象期間に支払った賃金の２／３（２回目以降１／２）の額が

支給される。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇

用

保

険 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

         

キャリアアップ助成金

（正社員化コース）※２ 

 

 

有期契約従事者等を正規雇用従事者等に転換または直接雇用した場合に助

成。 

就業規則または労働協約その他これに準ずるものに規定した制度を定め

、キャリアアップ計画等を作成し、有期契約従事者を正規雇用従事者に

転換または直接雇用した場合、１人あたり57万円が支給される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇

用

保

険 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

        

   ※１の事業の詳細は、森林整備担い手支援センターにお尋ねください。 

  ※２の事業の詳細は、北海道労働局又はハローワークにお尋ねください。 
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林業労働力の確保の促進に関する法律（抄）（平成８年５月２４日法律第４５号） 

最終改正：平成２４年６月２７日法律第４２号 

第一章 総則  

（目的）  

第一条  この法律は、林業労働力の確保を促進するため、事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び事業

の合理化を促進するための措置並びに新たに林業に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置

を講じ、もって林業の健全な発展と林業労働者の雇用の安定に寄与することを目的とする。  

（定義）  

第二条  この法律において「林業労働者」とは、造林、保育、伐採その他の森林における施業（以下「森

林施業」という。）に従事する労働者をいう。  

２  この法律において「事業主」とは、林業労働者を雇用して森林施業を行う者であって、次の各号のい

ずれかに該当するものをいう。  

一  森林組合、森林組合連合会又はその他の森林所有者（森林法 （昭和２６年法律第２４９号）第二

条第二項 に規定する森林所有者をいう。）の組織する団体  

二  造林業、育林業又は素材生産業を営む者  

三  前号に掲げる者の組織する団体  

四  前三号に掲げる者のほか、これらの者に準ずる者として政令で定めるもの  

   第二章 基本方針及び基本計画  

（基本方針）  

第三条  農林水産大臣及び厚生労働大臣は、林業労働力の確保の促進に関する基本方針（以下「基本方針」

という。）を定めなければならない。  

２  基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の基本計画の指針となるべきものを定める

ものとする。  

一  林業における経営及び雇用の動向に関する事項  

二  林業労働力の確保の促進に関する基本的な方向  

三  事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置並びに新たに林業

に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置に関する事項  

四  その他林業労働力の確保の促進に関する重要事項  

３  農林水産大臣及び厚生労働大臣は、情勢の推移により必要が生じたときは、基本方針を変更するもの

とする。  

４  農林水産大臣及び厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじ

め、農林水産大臣にあっては林政審議会の意見を、厚生労働大臣にあっては労働政策審議会の意見をそ

れぞれ聴かなければならない。  

５  農林水産大臣及び厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。  

（基本計画）  

第四条  都道府県知事は、基本方針に即して、当該都道府県における林業労働力の確保の促進に関する基

本計画（以下「基本計画」という。）を定めることができる。  

２  基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  事業主が一体的に行う労働環境の改善その他の雇用管理の改善及び森林施業の機械化その他の事

業の合理化を促進するための措置に関する事項  

二  新たに林業に就業しようとする者の林業技術の習得その他の就業の円滑化のための措置に関する

事項  

３  基本計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を定めるよう努めるものとする。  

一  林業における経営及び雇用の動向に関する事項  

二  林業労働力の確保の促進に関する方針  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%93%f1%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%90%58%97%d1%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%93%f1%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%93%f1%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000
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三  その他林業労働力の確保の促進に関する事項  

４  都道府県知事は、基本計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、第二項各号に

掲げる事項に係る部分を農林水産大臣及び厚生労働大臣に報告しなければならない。  

５  都道府県知事は、基本計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。  

   第三章 事業主の改善措置  

（計画の認定）  

第五条  事業主は、単独で又は他の事業主若しくは第十一条第一項のセンターと共同して、労働環境の改

善、募集方法の改善その他の雇用管理の改善及び森林施業の機械化その他の事業の合理化を一体的に図

るために必要な措置（以下「改善措置」という。）についての計画を作成し、これを当該計画に係る事

業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出して、当該計画が適当である旨の認定を受けることができ

る。  

２  前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一  改善措置の目標  

二  改善措置の内容  

三  改善措置の実施時期  

四  改善措置を実施するために必要な資金の額及びその調達方法  

五  第十一条第一項のセンターが第十三条第一項の規定により林業労働者の募集に従事しようとする

場合にあっては、当該募集に係る労働条件その他の募集の内容  

３  都道府県知事は、第一項の認定の申請があった場合において、その計画が次の各号のいずれにも適合

するものであると認めるときは、その認定をするものとする。  

一  前項第一号から第三号までに掲げる事項が基本計画に照らして適切なものであること。  

二  前項第二号から第四号までに掲げる事項が同項第一号に掲げる目標を確実に達成するために適切

なものであること。  

三  第十一条第一項のセンターが第十三条第一項の規定により林業労働者の募集に従事しようとする

場合にあっては、前項第五号に掲げる事項が適切であり、かつ、林業労働者の利益に反しないもの

であること。  

四  その他政令で定める基準に適合するものであると認められること。  

（計画の変更等）  

第六条  前条第一項の認定を受けた者は、当該認定に係る計画を変更しようとするときは、当該計画に係

る事業所の所在地を管轄する都道府県知事の認定を受けなければならない。  

２  都道府県知事は、前条第一項の認定を受けた者が当該認定に係る計画（前項の規定による変更の認定

があったときは、その変更後のもの。以下「認定計画」という。）に従って改善措置を実施していない

と認めるときは、その認定を取り消すことができる。  

３  前条第三項の規定は、第一項の認定について準用する。  

（林業・木材産業改善資金助成法 の特例）  

第七条  林業・木材産業改善資金助成法 （昭和５１年法律第４２号）第二条第一項 の林業・木材産業改

善資金のうち政令で定める種類の資金であって、第五条第一項の認定を受けた事業主（以下「認定事業

主」という。）が認定計画に従って改善措置を行うのに必要なものの償還期間（据置期間を含む。）は、

同法第五条第一項 の規定にかかわらず、十五年を超えない範囲内で、その種類ごとに、政令で定める

期間とする。  

第八条  削除  

（国有林野事業における配慮）  

第九条  国は、国有林野事業（国有林野の管理経営に関する法律（昭和二十六年法律第二百四十六号）第

二条第二項に規定する国有林野事業をいう。）に係る森林施業を他に委託して行う場合には、認定事業

主に委託するよう配慮するものとする。  

（指導及び助言）  

第十条  国及び都道府県は、第五条第一項の認定を受けた者に対し、認定計画に係る改善措置の的確な実

施に必要な指導及び助言を行うものとする。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%88%ea%96%40%8e%6c%93%f1&REF_NAME=%97%d1%8b%c6%81%45%96%d8%8d%de%8e%59%8b%c6%89%fc%91%50%8e%91%8b%e0%8f%95%90%ac%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%88%ea%96%40%8e%6c%93%f1&REF_NAME=%97%d1%8b%c6%81%45%96%d8%8d%de%8e%59%8b%c6%89%fc%91%50%8e%91%8b%e0%8f%95%90%ac%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%88%ea%96%40%8e%6c%93%f1&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%88%ea%96%40%8e%6c%93%f1&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000000000000000
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林業労働力の確保の促進に関する法律施行令（抄）（平成８年５月２４日政令第１５３号） 

最終改正：平成１９年３月２日政令第３９号 

 

 

 内閣は、林業労働力の確保の促進に関する法律 （平成８年法律第４５号）第二条第二項第四号 、第

五条第三項第四号 （同法第六条第三項 において準用する場合を含む。）、第七条第一項 、第十二条

第二号 及び第三号 、第十五条第二項 及び第三項 、第十八条第一項 、第二十五条第二項 並びに第二

十九条 の規定に基づき、この政令を制定する。 

（事業主）  

第一条  林業労働力の確保の促進に関する法律 （以下「法」という。）第二条第二項第四号 の政令で定

める者は、造林又は育林の事業を行うことを目的とする一般社団法人又は一般財団法人とする。  

 

（計画の認定の基準）  

第二条  法第五条第三項第四号 （法第六条第三項 において準用する場合を含む。）の政令で定める基準

は、当該改善措置の実施が法第三十条第一項 各号に掲げる事項の適切な管理及び法第三十一条 の文書

に係る事項の明確化に寄与するものであることとする。  

 

（林業・木材産業改善資金助成法 の特例）  

第三条  法第七条 の政令で定める種類の資金は、林業労働に従事する者を確保するための保健施設（こ

れに附帯する施設を含む。）で農林水産大臣が定める基準に適合するものを設置するのに必要な資金と

する。  

 

２  前項に規定する資金に係る法第七条 の政令で定める期間は、十五年以内とする。  

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%97%d1%8b%c6%98%4a%93%ad%97%cd%82%cc%8a%6d%95%db%82%cc%91%a3%90%69%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80%91%e6%8e%6c%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80%91%e6%8e%6c%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000003000000004000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000003000000004000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000003000000004000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80%91%e6%8e%6c%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000003000000004000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000003000000004000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000003000000004000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%98%5a%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8e%b5%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001200000000000000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001200000000000000000002000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001200000000000000000002000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001200000000000000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001200000000000000000002000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001200000000000000000002000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001200000000000000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001200000000000000000003000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001200000000000000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%8c%dc%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001500000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%94%aa%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001800000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001800000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001800000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%5c%8c%dc%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%5c%8b%e3%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%5c%8b%e3%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%97%d1%8b%c6%98%4a%93%ad%97%cd%82%cc%8a%6d%95%db%82%cc%91%a3%90%69%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80%91%e6%8e%6c%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80%91%e6%8e%6c%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000003000000004000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000003000000004000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000003000000004000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%96%40%91%e6%98%5a%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%4f%8f%5c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003000000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003000000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003000000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%4f%8f%5c%88%ea%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003100000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003100000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003100000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%88%ea%96%40%8e%6c%93%f1&REF_NAME=%97%d1%8b%c6%81%45%96%d8%8d%de%8e%59%8b%c6%89%fc%91%50%8e%91%8b%e0%8f%95%90%ac%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%b5%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%b5%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000
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雇用管理の改善及び事業の合理化措置計画認定要領 

制  定 平成９年(１９９７年)２月７日 林業第２２００号、職対第８０５号 

一部改正 平成１０年(１９９８年)７月１日 林業第 ９１０号、職対第３１３号 

一部改正 平成１１年(１９９９年)３月９日 林業第２４３６号、職対第９４９号 

一部改正 平成１４年(２００２年)３月２２日 林業第２４３１号、雇対第４８５号 

一部改正 平成１５年(２００３年)４月１日 林業第２４２５号、雇対第５９２号 

一部改正 平成１７年(２００５年)４月２７日 林業第 ３４９号 

一部改正 平成１８年(２００６年)４月１９日 林業木材第２２１号 

一部改正 平成２１年(２００９年)３月２７日 林業木材第２７３６号 

一部改正 平成２２年(２０１０年)４月１日 林業木材第 31号  

一部改正 平成２４年(２０１２年)３月３０日 林業木材第１３７９号 

一部改正 平成２８年(２０１６年)４月２１日 林業木材第 １５６ 号 

一部改正 平成２９年(２０１７年)３月３１日 林業木材第 １５４１号 

                   一部改正 令和２年(２０２０年)４月２０日 林業木材第 １３８ 号 

                  一部改正 令和３年(２０２1年)１月２５日 林業木材第 １４５２号

一部改正 令和５年(２０２３年)10 月３１日 林業木材第 ９６５ 号 

 

 

 労働環境の改善、募集方法の改善その他の雇用管理の改善及び森林施業の機械化その他の事業の合理化を一

体的に図るために必要な措置（以下「改善措置」という。）についての計画（以下「改善措置計画」という。）

の取扱いについては、林業労働力の確保の促進に関する法律（以下「法」という。）及び同法施行令その他関

係法令に定めるもののほか、この要領に定めるところによるものとする。 

 なお、本要領において、「林業従事者」とは、法第２条第１項に定める「林業労働者」をいう。 

 

第１ 改善措置計画の認定制度 

 １ 趣旨 

知事は、「北海道における林業労働力の確保の促進に関する基本計画」（以下「基本計画」という。）

で示された目標に向け、雇用管理の改善及び事業の合理化に一体的に取り組む意欲と能力を備えた事業主

が作成する改善措置計画を認定し、これら認定を受けた事業主（以下「認定事業主」という。）に対して

支援施策を集中的に講ずることにより、林業事業主の育成・強化を図るものとする。 

 

 ２ 制度の普及 

知事は、国有林、北海道森林整備担い手支援センター（以下「センター」という。）等の関係機関の理

解と協力の下に本制度の趣旨の普及を図り、認定事業主の拡大に努めるものとする。 

 

第２ 改善措置計画の認定 

 １ 改善措置計画の作成 

（１）改善措置計画は、林業部門について作成することとし、林業従事者を林業以外の事業に就労させる場

合は、その事業についても記載するものとする。 

また、事業所が複数所在する場合は、主たる事務所において、他の事業所の分を含めて作成するもの

とする。 

（２）事業主が他の事業主若しくはセンターと共同して改善措置計画（以下「共同改善措置計画」という。）

を作成する場合には、共同改善措置計画と共同改善措置計画を構成する個別の事業主の改善措置計画の

双方について作成するものとする。 

（３）林業施業の実績が１年未満の事業主が改善計画の認定を申請する場合は、センターと共同で改善措置

計画を作成するものとする。 

（４）センターとの共同による改善措置計画の策定手続きについては、センターが別に定めるものとする。 

（５）センターは、共同改善措置計画の策定指導を行うものとする。 

（６）改善措置計画の実施期間は、改善措置計画の認定を申請する月の翌月１日から始まり、４年超、かつ、

５年を超えない期間とする。 
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２ 改善措置計画の内容 

改善措置計画は、雇用管理の改善及び事業の合理化のいずれの改善措置についても取り組むものであり、

記載内容は次によるものとする。 

（１）雇用管理及び事業の現状 

組織、雇用管理体制、事業内容等について現状を記載する。 

（２）改善措置の目標 

雇用管理の改善の観点からは、雇用の安定化、労働条件の改善、募集・採用の改善、教育訓練の充実、

高年齢従事者の活躍の推進、女性従事者等の活躍の促進、労働安全の改善その他の雇用管理の改善に関

する事項について、事業の合理化の観点からは、事業量の安定的確保、生産性の向上、林業従事者のキ

ャリア形成支援その他の事業の合理化に関する事項について、当該事業主の実情に照らして、林業労働

力の確保のために必要かつ適切な項目についての改善措置を講じるものとし、５年後を目途に、計画す

る項目毎に改善措置の目標を定める。 

（３）改善措置の内容 

（２）で掲げた目標に対する具体的な取組内容を記載する。 

なお、雇用管理の改善に関しては、募集・採用の改善に取り組む場合には、他の雇用管理の改善措置

と併せ行うものとする。 

（４）改善措置の実施時期 

改善措置の具体的内容毎に、今後５年間のうちどの年次に実施する予定であるかを明らかにする。 

（５）改善措置を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 

計画する項目毎に、改善措置を実施するために必要な資金の額とその手当の見込みについて記載する。 

（６）委託募集に係る労働条件その他の募集の内容 

改善措置の中にセンターへの従事者の募集の委託を行うことが含まれている場合には、賃金、労働時

間等募集の内容を記載する。 

 

３ 改善措置計画の認定申請 

（１）事業主が単独で行う改善措置計画の認定の申請は、様式１「雇用管理の改善及び事業の合理化措置計

画認定申請書」（以下「計画認定申請書」という。）に様式２「雇用管理の改善及び事業の合理化措置

計画書」及び所要の資料を添えて、計画始期の２週間前までに主たる事務所の所在地を管轄する総合振

興局又は振興局（以下「総合振興局等」という。）に提出して行うものとする。 

（２）共同改善措置計画の認定の申請は、様式３「雇用管理の改善及び事業の合理化措置共同計画認定申請

書」（以下「共同計画認定申請書」という。）に、様式４「雇用管理の改善及び事業の合理化措置共同

計画書」、共同改善措置計画の構成員毎に作成する様式２及び所要の資料を添えて、計画始期の２週間

前までに代表者の所在地を管轄する総合振興局等に提出して行うものとする。 

（３）前２号の規定にかかわらず、計画認定申請書及び共同計画認定申請書並びにその添付書類は、電磁的

記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録

をいう。）により提出することができる。 

 

４ 認定の基準 

（１）申請者の要件 

改善措置計画の申請者は次の基準の全てを満たすものとする。 

① 年間６ヶ月以上雇用の林業従事者を５人以上雇用して、下表の森林施業のいずれかを自ら実施して

いること。 

なお、林業従事者が５人に満たない事業主は、共同で改善措置計画を作成することができるものと

する。 

 

区 分 作  業  内  容 

造 林 

保 育 

伐 採 

上記以外の林業 

 地拵え、植付 

 下刈り、枝打ち、つる切り、除伐 

 主伐、間伐 

 森林作業道の開設・改良、山林種苗の生産等 
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   ② 雇用管理者を選任していること。 

   ③ 雇用に関する文書を交付していること。 

（２）認定の基準 

知事は、改善措置計画が次の基準の全てを満たすものと認められるときは、認定するものとする。 

① 改善措置計画に記載された第２の２の（２）から（４）までに掲げる事項が、基本計画に照らして

適切なものであること。 

② 改善措置計画に記載された第２の２の（３）及び（５）に掲げる事項が、改善措置の目標を確実に

達成するために適切なものであること。 

③ センターが事業主から委託を受けて従事者の募集を行う場合には、その募集に係る労働条件その他

の募集の内容が適切であり、かつ、林業従事者の利益に反しないものであること。 

④ 改善措置計画に、労働時間、従事者の安全及び衛生その他労働条件に関する改善措置を含める場合

は、当該改善措置の内容が労働基準法その他の労働基準関係法令に適合するものであること。 

（３）知事の指導 

知事は、認定にあたっては、改善措置の目標及び目標達成の実現可能性に重点を置いて認定の適否を

判断するものとし、必要に応じて指導・助言を行うものとする。 

５ 改善措置計画の認定手続 

（１）知事は、改善措置計画を認定したときは、様式５「改善措置計画認定通知書（申請者用）」によりそ

の旨を申請者に通知するとともに、様式６「改善措置計画認定通知書（関係機関用）」によりセンター

及び北海道森林管理局に通知するものとする。 

（２）改善措置計画の認定番号は、別記 1 によるものとする。 

（３）知事は、別記２により認定台帳を整備する。 

 

第３ 改善措置計画の変更 

１ 認定に係る改善措置計画（以下「認定計画」という。）の変更を申請しようとする事業主は、様式７「改

善措置計画変更認定申請書」（以下「変更認定申請書」という。）または様式８「改善措置計画変更届出

書」（以下「変更届出書」という。）により認定を受けた総合振興局等に提出して行うものとする。 

この場合において、変更認定申請書及び変更届出書は、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。）により提出することができる。 

２ １の認定計画の変更の申請は、次に掲げる場合とする。 

（１）改善措置の項目を追加または廃止する場合。 

（２）共同改善措置計画に参加する事業主を変更する場合。 

３ ２に掲げる場合以外の変更については、変更届出書の受理をもって変更の認定に代えることができるも

のとする。 

４ １の申請による認定計画の変更認定に当たっては、第２の４及び５の規定を準用する。 

また、１の申請及び届出に対する変更認定の通知については、申請者に対しては様式９「改善措置計画

変更認定通知書（申請者用）」により、また、センター及び北海道森林管理局に対しては様式１０「改善

措置計画変更認定通知書（関係機関用）」により行うものとする。 

 

第４ 改善措置計画の認定取消し 

１ 知事は、認定計画の実施に遅滞があると認められる場合には、認定事業主に対し、当該認定計画に従っ

て円滑な実施が行われるよう指導するほか、必要に応じ認定計画の変更を指導するものとする。 

 ２ 知事は、認定計画の実施に著しい支障が生じて、当該認定計画に従って事業を実施する見込みがなくな 

  ったと認められる場合、または、当該認定計画が第２の４の認定基準を満たさなくなったと認められる場 

  合には、当該改善措置計画の認定を取り消すことができるものとする。 

３ 改善措置計画の認定取消しの通知については、当該事業主に対しては様式１１「改善措置計画認定取消

通知書（事業主用）」により、また、センター及び北海道森林管理局に対しては様式１２「改善措置計画

認定取消通知書（関係機関用）」により行うものとする。 

 

第５ 改善措置計画の実施状況等報告 

１ 認定事業主は、毎計画年次の改善措置の実施状況を様式１３「改善措置実施状況報告書」（以下「実施

状況報告書」という。）またはその他の様式により、当該報告に係る計画年次の終了後、３ヶ月を超えな

い日までに認定を受けた総合振興局等に報告するものとする。 
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２ 認定事業主は、認定計画の実施期間が終了したとき、改善措置の実施結果について、様式１４「改善措

置実施結果報告書」（以下「実施結果報告書」という。）により、遅滞なく、認定を受けた総合振興局等

に報告するものとする。 

３ 知事は、認定事業主に対し、必要に応じて改善措置の実施状況を実施状況報告書またはその他の様式に

より提出させることができるものとする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、実施状況報告書及び実施結果報告書は、電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。）により提出するこ

とができる。 

 ５ 知事は、認定事業主に対し、１及び２に基づく報告が遅滞なく行われるよう指導するものとする。 
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別記１ 

 

 認定番号の附し方 

 次の順に表示する。 

  ① 認定をした総合振興局等の頭文字 

  ② 認定をした年度 

  ③ 単独での申請に対する認定か共同での申請に対する認定かの別 

  ④ 年度ごとの通し番号。但し、共同での申請に対する認定にあっては枝番をつける。 

なお、共同改善措置計画において構成員の変更があった場合、離脱する事業主の枝番は欠番とし、新 

たに加わる事業主の枝番は新たな番号とする。 

                                         ①  ②  ③ ④ 

   （例）  単独での申請に対する認定・・・オ・２２・単－１ 

      共同での申請に対する認定・・・オ・２２・共－１～５ 

             ※オホーツク総合振興局で平成２２年度（２０１０年度）に認定の場合 

 

別記２  

                                                                               

雇用管理の改善及び事業の合理化措置計画認定台帳（単独） 

    年度                                   （総合）振興局 

認

定 

番

号 

事業主 

 

住 所 

 

認 定 

年月日 

計 画 

期 間 

実施状況報告 計画変更 

 

取 消 

 

備考 

 

 

 

  

 

 

  

 

  

１ ２ ３ ４ ５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 「実施状況報告」欄は、報告を受けた年月日を記載する。                           

  ※ 「認定年月日」、「計画変更」及び「取消」欄は、施行月日と施行番号を記載する。     

                                                                                      

雇用管理の改善及び事業の合理化措置計画認定台帳（共同） 

    年度                                   （総合）振興局   

  

 

 

 

 

 

 

 

認

定 

番

号 

事業主 

 

住 所 

 

認 定 

年月日 

計 画 

期 間 

実施状況報告 計画変更 

 

取 消 

 

備

考 

 

 

 

  

 

 

  

 

  

１ ２ ３ ４ ５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 「実施状況報告」欄は、報告を受けた年月日を記載する。                           

  ※ 「認定年月日」、「計画変更」及び「取消」欄は、施行月日と施行番号を記載する。     




